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(57)【要約】
衝撃荷重が負荷される方向が衝撃吸収方向と交差する方
向であっても、より安定に蛇腹状の圧潰変形が生じ、か
つ軽量な衝撃吸収部品を提供する。本発明に係る衝撃吸
収部品は、コア層（５）の両側面に、金属板からなる表
層（３Ａ、３Ｂ）を接合積層してなる積層金属板（１）
を成形した部材で構成されている。衝撃吸収部品を構成
する積層金属板（１）の中心層の変形率を制御すること
により、衝撃荷重の負荷方向によらず、小さい波長で変
形するため、本発明の衝撃吸収部品は、より安定に蛇腹
状の圧潰変形が可能となる。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
部品の衝撃吸収方向の一方の端部に衝撃荷重を負荷された際に、衝撃エネルギーを吸収す
る衝撃吸収部品であって、
コア層の両面に金属板からなる表層が接合積層された積層金属板を成形加工して構成され
、
前記積層金属板は、表層を除いた中心層の、前記積層金属板の構成から算出できる計算剛
性に対する実験で測定した曲げ剛性の減少率である変形率が７．０％以上７５．０％以下
であることを特徴とする、衝撃吸収部品。
【請求項２】
前記表層は前記コア層よりヤング率が大きい金属板からなり、
前記表層の板厚ｔｆと、前記コア層の板厚ｔｃとの板厚比ｔｃ／ｔｆが２．０以上７．０
以下であることを特徴とする、請求項１に記載の衝撃吸収部品。
【請求項３】
前記表層は前記コア層よりヤング率が大きい金属板からなり、
前記表層の板厚ｔｆと、前記コア層の板厚ｔｃとの板厚比ｔｃ／ｔｆが３．５以上５．０
以下であることを特徴とする、請求項１に記載の衝撃吸収部品。
【請求項４】
前記表層のヤング率Ｅｆと、前記コア層のヤング率Ｅｃとのヤング率比Ｅｆ／Ｅｃが１×
１０－３以上１×１０－１以下であることを特徴とする、請求項１に記載の衝撃吸収部品
。
【請求項５】
前記中心層の変形率が７．０％以上５０．０％以下であることを特徴とする、請求項１に
記載の衝撃吸収部品。
【請求項６】
衝撃吸収方向に垂直な任意の断面の形状が、最小曲率半径が７．０ｍｍ以上の曲線部を有
し、当該断面の周長のうち前記曲線部が３０．０％以上であり、
さらに、前記断面の形状が、閉構造、もしくは断面周長の１５．０％未満の開口部を有す
ることを特徴とする、請求項１に記載の衝撃吸収部品。
【請求項７】
衝撃吸収方向に垂直な断面に、曲率半径が７．０ｍｍ以上１５ｍｍ以下の曲線で構成され
る、前記断面の中心側に凹んだ曲線部である溝部を４個以上有することを特徴とする、請
求項１に記載の衝撃吸収部品。
【請求項８】
前記表層の降伏応力は、１００ＭＰａ以上１０００ＭＰａ以下であることを特徴とする、
請求項１に記載の衝撃吸収部品。
【請求項９】
前記コア層の密度ρｃは、表層の密度ρｆに対して、ρｃ／ρｆが１／３００以上１／２
以下であることを特徴とする、請求項１に記載の衝撃吸収部品。
【請求項１０】
前記積層金属板は、前記表層および前記コア層の間に接合層をさらに備え、前記接合層の
せん断弾性率が５０ＭＰａ以上５００ＭＰａ以下であることを特徴とする、請求項１に記
載の衝撃吸収部品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、自動車等の輸送機関に使用される衝撃吸収部品に関する。
【背景技術】
【０００２】
　輸送機関の安全基準は年々高くなっており、衝突時に、輸送機関の機能を損傷しても、
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キャビンの乗員を守ることが重要となっている。このため、キャビン周囲のフレームには
、衝突時のエネルギーを吸収して、キャビン内に伝わる衝撃を緩和する目的で、高強度鋼
板の適用が進み、衝突安全性の向上が図られている。
【０００３】
　さらに、近年、衝突安全性のみならず、衝突後のリペア性を考慮して、クラッシュボッ
クスのような交換可能な衝撃吸収部品で衝撃を吸収させる車種が増大している。当該衝撃
吸収部品は、キャビンの前面及び後面に衝撃吸収部品の衝撃吸収方向が自動車の長手方向
となるよう装着され、衝突時に衝撃吸収方向に対して、蛇腹状に圧潰変形することにより
、衝撃エネルギーを吸収する。また、前記衝撃吸収部品の形状は、車種により若干異なる
が設置スペースによる制約がある。
【０００４】
　ここで、蛇腹状の圧潰変形とは、図１（イ）～（ホ）に示すように、ある座屈波長Ｈで
形成される座屈しわｂｗが折り畳まれるような変形を繰り返すことで蛇腹状に圧潰変形す
ることである。この変形以外に、部品全体で折れ曲がる不安定な変形が生じる場合がある
が、このような変形では、十分に衝撃エネルギーを吸収できないことが明らかとなってい
る。
【０００５】
　また、自動車の衝突は必ずしも衝撃吸収部品の衝撃吸収方向と平行ではないため、衝撃
吸収方向と交差する方向（例えば、衝撃吸収方向との交差角度が１０度の斜め方向）から
衝撃荷重が負荷される場合においても、衝撃エネルギーを吸収する必要がある。
【０００６】
　以上より、衝撃吸収部品に求められることは、軽衝突時（例えば、１５ｋｍ／ｈ時の衝
突）の衝撃エネルギーをすべて吸収し、他の部材の損傷を抑制するという観点から、衝撃
荷重が負荷される方向によらず、確実かつ安定に蛇腹状の圧潰変形が生じることである。
また、燃費向上の観点から、部材の軽量化も非常に重要な課題である。
【０００７】
　従来、衝撃吸収部品がより安定に蛇腹状の圧潰変形をするために、衝撃吸収部品の材料
及び形状パラメーターを厳密に制御する取り組みがなされている。
【０００８】
　例えば、非特許文献１では、軸方向の圧縮荷重を受ける薄肉円筒部材の圧潰挙動は、材
料の降伏応力σｙと縦弾性係数（ヤング率）Ｅとの比σｙ／Ｅに支配され、σｙ／Ｅが小
さい場合は、軸対称の座屈モードが生じやすく、大きい場合は、非軸対称の座屈モードが
生じることが報告されている。
【０００９】
　同様に、非特許文献２では、薄肉円筒部材の圧潰挙動は、部材の直径ｄと板厚ｔとの比
ｄ／ｔにより、圧潰モードが変化することが報告されている。
【００１０】
　また、特許文献１では、断面形状が四角形以上の多角形断面を有する衝撃吸収部品の板
厚ｔと断面の周長Ｍとの比ｔ／Ｍを０．００２５以上に制御することで、衝撃吸収部品を
蛇腹状に圧潰変形させる取り組みが開示されている。
【００１１】
　また、特許文献２では、断面形状が多角形である衝撃吸収部品の断面を構成する多角形
の辺のうち隣接する辺の長さの比を２．３以下に制御することで、衝撃吸収部品を蛇腹状
に圧潰変形させる取り組みが開示されている。
【００１２】
　上記の衝撃吸収部品の材料及び形状パラメーターを厳密に制御する取り組みは、一般的
な金属材料からなる衝撃吸収部品を蛇腹状に圧潰変形させることに関して、有用な知見で
ある。一方、コア層の両側面に金属板からなる表層を接合積層してなる積層金属板から構
成される衝撃吸収部品の場合、上述した材料及び形状パラメーターを制御するだけでは、
重量が金属板と比較して軽量であり、かつ小さな座屈波長で変形する積層金属板の特徴を
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最大限活用した衝撃吸収部品を提供することは困難である。
【００１３】
　積層金属板から構成される衝撃吸収部品に関しては、表層の金属板のヤング率とコア層
のヤング率との比を制御することにより、小さな座屈波長で蛇腹状に圧潰変形させること
が報告されており、この変形のメカニズムは以下の通りである。
【００１４】
　積層金属板は、コア層が両面の金属板を接合拘束しているため、弾性バネ１１でお互い
を拘束した２枚の金属板１２、１２としてモデル化できる（図２（イ））。金属板１２の
変形自由度に差異があるが、この２枚の金属板１２、１２の圧潰変形モードは、弾性床１
３上の金属板１２の圧潰変形モード（図２（ロ））と等価である。弾性床１３が拘束弾性
バネに相当する。弾性バネ１１で拘束した２枚の金属板１２、１２（図２（イ））では金
属板１２両方が非固定、弾性床１３上の金属板１２（図２（ロ））では１枚の金属板１２
のみが非固定である。このため、弾性バネ１１で拘束した２枚の金属板１２、１２を圧潰
変形させた場合の弾性バネ１１の変形は、せん断変形に相当し、弾性床１３上の金属板１
２を圧潰変形させた場合の弾性バネ１１の変形は、伸び変形に相当する。しかしながら、
どちらも圧潰エネルギーを、弾性体の変形と金属板の変形とで吸収する。かつ、変形の際
には、変形エネルギーの総和が最小になる変形になる。ここで、表層の金属板１２は、直
線部と等しい座屈波長Ｈ１（図２（ハ））で変形したとき、エネルギーｅｆが最小となる
。一方、弾性床の変形は、伸びを極力小さくした方がエネルギーを小さくできる。この結
果、図２（二）に示すように小さな座屈波長Ｈ２で変形したときに、エネルギーｅｃが最
小になる。従って、弾性床上の板の座屈波長は、ｅｃ，ｅｆの大きさのバランスで決まり
、Ｈ１より小さく、かつＨ２よりも大きい値になる（図２（ハ）（ニ））。
【００１５】
　積層金属板も同様の原理により、小さな座屈波長で圧潰変形する。すなわち、大きな座
屈波長で変形した場合に変形エネルギーが小さくなる表層と、小さな座屈波長で変形した
場合に変形エネルギーが小さくなるコア層との変形エネルギーの大小関係でバランスし、
かつ、双方の変形エネルギーの和が最小になるような座屈波長で変形する。小さな座屈波
長で変形した場合に変形エネルギーが小さくなるコア層の変形寄与があるため、単一材料
で構成された衝撃吸収部品と比較して、積層金属板から構成された衝撃吸収部品は、小さ
い波長で圧潰変形することが可能になる。しかしながら、コア層のヤング率が高く、かつ
接合材にろう材のような変形しにくい材料を使用した積層金属板では、コア層がほぼ変形
しなくなり、小さな座屈波長で変形しにくくなるため、衝撃吸収部品は、安定に蛇腹状の
圧潰変形を得られない可能性がある。
【００１６】
　また、特許文献３では、内部に向けて凹んだ溝部を持つ多角形閉断面で構成し、かつ、
断面の一部に曲げモーメントに差を設けた衝撃吸収部品が開示されている。このような複
雑な断面形状にすることによって、座屈波長を小さくし、斜め方向からの衝突に対しても
安定な蛇腹状の圧潰変形が得られ、十分な衝撃エネルギー吸収が可能となることが示され
ている。しかしながら、上記取り組みは、金属板を対象としており、積層金属板で同様の
複雑な形状にする場合、成形時に表層の破断などの成形不良が生じ、所望の形状が得られ
ない可能性が高い。
【００１７】
　以上のように、従来、衝撃吸収部品の衝撃吸収方向と交差する方向であっても、蛇腹状
に圧潰変形させるために、衝撃吸収部品の材料及び形状パラメーターを制御しているが、
軽量な材料で構成され、かつ、より安定に蛇腹状に圧潰変形させることで、輸送機関の燃
費向上と十分な衝撃エネルギー吸収量の確保を両立するまでには至っていない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１８】
【特許文献１】特開平９－２７７９５３号公報
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【特許文献２】特開２０１１－２１８９３５号公報
【特許文献３】特開２００６－２０７７２４号公報
【非特許文献】
【００１９】
【非特許文献１】Ｍ＆Ｍ材料力学カンファレンス　2008, “OS0905-1”-“OS0905-2”
【非特許文献２】一般社団法人日本機械学会　関西支部講演会講演論文集　2005(80)
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００２０】
　本発明の目的は、衝撃荷重が負荷される方向が衝撃吸収方向と交差する方向であっても
、より安定に蛇腹状の圧潰変形が生じ、かつ軽量な衝撃吸収部品を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００２１】
　本発明者らは、上記課題を解決するために、積層金属板からなる衝撃吸収部品に関し、
より詳細に研究した結果、コア層のヤング率が高く、かつ接合材にろう材のような変形し
にくい材料を使用した積層金属板では、コア層がほぼ変形しなくなり、小さな座屈波長で
変形しにくくなるため、荷重が負荷される方向によって、安定に蛇腹状の圧潰変形を得ら
れない可能性があることを発見した。
【００２２】
　当該課題に対し、鋭意研究を重ねた結果、積層金属板をより安定に小さな座屈波長で圧
潰変形させるためには、接合層の変形特性も重要な因子であることから、コア層と接合層
からなる層の変形を厳密に制御すべきであるという結論に至った。
【００２３】
　上述の積層金属板特有の課題を解決し、衝撃荷重が負荷される方向が衝撃吸収方向と交
差する方向であっても、より安定に蛇腹状の圧潰変形が生じ、かつ軽量な衝撃吸収部品を
提供する手段として、以下の項目を見出した。
（１）部品の衝撃吸収方向の一方の端部に衝撃荷重を負荷された際に、衝撃エネルギーを
吸収する衝撃吸収部品であって、コア層の両面に金属板からなる表層が接合積層された積
層金属板を成形加工して構成され、前記積層金属板は、表層を除いた中心層の、前記積層
金属板の構成から算出できる計算剛性に対する実験で測定した曲げ剛性の減少率である変
形率が７．０％以上７５．０％以下であることを特徴とする、衝撃吸収部品。
（２）前記表層は前記コア層よりヤング率が大きい金属板からなり、前記表層の板厚ｔｆ

と、前記コア層の板厚ｔｃとの板厚比ｔｃ／ｔｆが２．０以上７．０以下であることを特
徴とする、（１）に記載の衝撃吸収部品。
（３）前記表層は前記コア層よりヤング率が大きい金属板からなり、前記表層の板厚ｔｆ

と、前記コア層の板厚ｔｃとの板厚比ｔｃ／ｔｆが３．５以上５．０以下であることを特
徴とする、（１）に記載の衝撃吸収部品。
（４）前記表層のヤング率Ｅｆと、前記コア層のヤング率Ｅｃとのヤング率比Ｅｆ／Ｅｃ

が１×１０－３以上１×１０－１以下であることを特徴とする、（１）に記載の衝撃吸収
部品。
（５）前記中心層の変形率が７．０％以上５０．０％以下であることを特徴とする、（１
）に記載の衝撃吸収部品。
（６）衝撃吸収方向に垂直な任意の断面の形状が、最小曲率半径が７．０ｍｍ以上の曲線
部を有し、当該断面の周長のうち前記曲線部が３０．０％以上であり、
さらに、前記断面の形状が、閉構造、もしくは断面周長の１５．０％未満の開口部を有す
ることを特徴とする、（１）に記載の衝撃吸収部品。
（７）衝撃吸収方向に垂直な断面に、曲率半径が７．０ｍｍ以上１５ｍｍ以下の曲線で構
成される、前記断面の中心側に凹んだ曲線部である溝部を４個以上有することを特徴とす
る、（１）に記載の衝撃吸収部品。
（８）前記表層の降伏応力は、１００ＭＰａ以上１０００ＭＰａ以下であることを特徴と
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する、（１）に記載の衝撃吸収部品。
（９）前記コア層の密度ρｃは、表層の密度ρｆに対して、ρｃ／ρｆが１／３００以上
１／２以下であることを特徴とする、（１）に記載の衝撃吸収部品。
（１０）前記積層金属板は、前記表層および前記コア層の間に接合層をさらに備え、前記
接合層のせん断弾性率が５０ＭＰａ以上５００ＭＰａ以下であることを特徴とする、（１
）に記載の衝撃吸収部品。
【発明の効果】
【００２４】
　本発明によれば、衝撃吸収方向と交差する方向であっても、より安定に蛇腹状の圧潰変
形が生じ、かつ軽量な衝撃吸収部品を提供することができる。この結果、本発明の衝撃吸
収部品を使用すれば、正面のみならず斜め方向からの衝突に対しても蛇腹状に圧潰変形し
、衝撃エネルギーを吸収できる。かつ、軽量材から構成されるので部品自体も軽量化でき
る。この結果、燃費向上にも有効である。
【００２５】
　本発明の衝撃吸収部品は、上記の効果を発現できるので、普通乗用車のみならず、軽自
動車からトラック、バスなどの大型車に至る自動車全般、電車などの輸送機関の衝撃吸収
部品として好適に使用することが可能である。
【図面の簡単な説明】
【００２６】
【図１】衝撃吸収方向に衝撃荷重を負荷した場合の代表的な変形挙動を示す模式図であり
、（イ）～（ニ）は変形過程、（ホ）は変形後の写真を示す。
【図２】積層金属板の圧潰変形時の表層及びコア層の変形挙動を示す模式図である。
【図３】本発明の一実施形態に係る衝撃吸収部品の構成を示す説明図である。
【図４】開口部を有する衝撃吸収部品の圧潰挙動の模式図である。
【図５】本発明の実施形態に係る衝撃吸収部品の断面の中心線の形状を示す模式図である
。
【図６】本発明の異なる実施形態に係る衝撃吸収部品の断面の中心線の形状を示す模式図
である。
【図７】一部開口部を有する衝撃吸収部品の模式図である。
【図８】実施例で用いた衝撃吸収部品の断面の中心線の形状を示す模式図である。
【図９】実施例で用いた衝撃吸収部品の断面の中心線の形状を示す模式図である。
【図１０】実施例で用いた衝撃吸収部品の断面の中心線の形状を示す模式図である。
【図１１】実施例で用いた衝撃吸収部品の断面の中心線の形状を示す模式図である。
【図１２】実施例で用いた衝撃吸収部品の断面の中心線の形状を示す模式図である。
【図１３】実施例で用いた衝撃吸収部品の断面の中心線の形状を示す模式図である。
【図１４】比較例で用いた衝撃吸収部品の断面の中心線の形状を示す模式図である。
【図１５】比較例で用いた衝撃吸収部品の断面の中心線の形状を示す模式図である。
【図１６】実施例で用いた積層鋼板と衝撃吸収部品の断面の中心線の形状を示す模式図で
ある。
【図１７】比較例で用いた衝撃吸収部品の断面の中心線の形状を示す模式図である。
【図１８】比較例で用いた衝撃吸収部品の断面の中心線の形状を示す模式図である。
【図１９】実施例で用いた衝撃吸収部品の断面の中心線の形状を示す模式図である。
【図２０】衝撃吸収部品に斜め荷重を負荷する試験方法を示す模式図である。
【図２１】本発明の第２の実施例に係る衝撃吸収部品の形状を示した説明図である。
【図２２】実施例２４、比較例１４および１５において、Ｅｃ／Ｅｆに対する平均座屈波
長を示したグラフ図である。
【図２３】衝撃吸収部品の形状に対する平均座屈波長を示したグラフ図である。
【符号の説明】
【００２７】
　１　　積層金属板
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３Ａ、３Ｂ　　表層
５　　コア層
７Ａ、７Ｂ　　接合層
　１１　弾性ばね
　１２　金属板
２１　開口部端面
　２２　溝部
【発明を実施するための形態】
【００２８】
　以下に添付図面を参照しながら、本発明の好適な実施の形態について詳細に説明する。
なお、本明細書及び図面において、実質的に同一の機能構成を有する構成要素については
、同一の符号を付することにより重複説明を省略する。
【００２９】
　本発明の衝撃吸収部品は、衝撃吸収方向の一方の端部に衝撃荷重を負荷された際に、衝
撃エネルギーを吸収する衝撃吸収部品である。
【００３０】
　また、本発明の衝撃吸収部品は、衝撃吸収方向と交差する方向から衝撃荷重が負荷され
た場合であっても、より安定に蛇腹状に圧潰変形することにより、衝撃エネルギーを吸収
できる。ここで、本発明において、衝撃吸収方向と交差する方向とは、衝撃吸収方向との
交差角度が０°以上６０°未満であり、０°超６０°未満の方向を斜め方向、この方向か
ら加わる衝撃荷重を斜め荷重とする。６０°以上の場合、衝撃荷重による当該部品の変形
モードは、圧潰変形ではなく横荷重（衝撃吸収方向と直角の荷重）による部品全体が折れ
曲がる変形モードが主になる場合が多い。好ましくは、衝撃荷重の入力方向が、４５°以
下、より好ましくは３０°以下になるように設置することである。それによって、蛇腹状
に圧潰変形するモードの占める割合がより大きくなり、一層効率的に衝撃エネルギーを吸
収できる。
【００３１】
　以下では、図３を参照して、上記で説明した本発明の一実施形態に係る衝撃吸収部品の
構成について説明を行う。図３は、本発明の一実施形態に係る衝撃吸収部品の構成を示す
説明図である。
【００３２】
　（積層金属板の構成）
　初めに、図３を参照して本発明の衝撃吸収部品を構成する積層金属板について説明する
。
【００３３】
　本発明の積層金属板は、コア層の両側面に金属板からなる表層を接合材で接合積層して
なる板である。ここで、積層金属板のコア層とは、表層金属板より低い密度を有する板状
層である。
【００３４】
　図３に示すように、本発明の一実施形態に係る衝撃吸収部品を構成する積層金属板１は
、接合層７Ａおよび７Ｂ、および金属板からなる表層３Ａおよび３Ｂが、コア層５の両面
に積層接合された積層金属板である。ただし、コア層５のヤング率は、表層３Ａおよび３
Ｂのヤング率よりも小さい。
【００３５】
　表層３Ａおよび３Ｂは、コア層５よりヤング率が大きい金属板であれば良く、降伏応力
が１００ＭＰａ以上１０００ＭＰａ以下の金属板が好ましく、発現させたい衝撃エネルギ
ー吸収量に応じて、適宜選択すればよい。表層の降伏応力が１００ＭＰａより小さい場合
、十分な衝撃エネルギー吸収量を確保するためには、表層の厚みを増大するもしくは衝撃
吸収部品の断面周長を増大しなければならず、どちらも衝撃吸収部品の重量増が問題とな
る。また、表層の降伏応力が１０００ＭＰａより大きい金属板は、一般的に分厚い金属板
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が対象となるため、重量増が問題となる。従って、衝撃吸収部品の軽量化効果を大幅に高
め、従来品より軽量な衝撃吸収部材を提供するためには、表層の降伏応力が１００ＭＰａ
以上１０００ＭＰａ以下の金属板であることが好ましい。また、軽衝突時の衝撃エネルギ
ーをすべて衝撃吸収部品のみで吸収し、他の接続部材の損傷を抑制する目的で使用する場
合は、衝撃吸収部品の変形抵抗力を接続部材の抵抗力未満にする必要があるため、表層の
降伏応力が１００ＭＰａ以上５９０ＭＰａ以下であることがより好ましい。表層３Ａおよ
び３Ｂを実現する材料としては、具体的には、炭素鋼、アルミ合金、純チタン、チタン合
金、マグネシウム合金などを使用することができる。さらに、積層金属板１の製造コスト
の面から、表層３Ａおよび３Ｂは、炭素鋼、アルミ合金などであることがより好ましい。
また、表層３Ａおよび３Ｂは、耐腐食性を確保するために各種めっき処理（例えば、亜鉛
めっき、合金めっき）が施されてもよく、クロメート処理、リン酸塩処理、有機樹脂処理
等の公知の表面処理が施されてもよい。
【００３６】
　また、表層３Ａおよび３Ｂの板厚は、好ましくは０．２ｍｍ以上である。表層３Ａおよ
び３Ｂの板厚が０．２ｍｍ未満である場合、衝撃吸収部品を製造する際の曲げ加工時に、
表層３Ａおよび３Ｂの破断が生じやすくなるため、好ましくない。また、表層３Ａおよび
３Ｂの板厚が２．０ｍｍを超える場合、積層金属板１の総板厚が厚くなり、質量が増加し
てしまうため、衝撃吸収部品の軽量化の観点からは、表層３Ａおよび３Ｂの板厚は２．０
ｍｍ以下であることが好ましい。
【００３７】
　コア層５は、表層３Ａおよび３Ｂよりヤング率が小さい材料であれば、特に限定されず
、公知の材料を適宜選択して使用することができる。コア層５を実現する材料としては、
具体的には、アルミ合金、チタン、銅などの金属材料、セラミックス、樹脂、繊維強化樹
脂、紙などの非金属材料、およびこれらの組み合わせ複合化した複合材料が挙げられる。
複合材料の例としては、ハニカム構造体の空孔に発砲樹脂を充填した複合材料、樹脂シー
トと、網状構造体を順次積層した複合材料などが挙げられる。
【００３８】
　なお、積層金属板からなる衝撃吸収部品を装着した自動車等の燃費効率の確保のために
は、積層金属板は、より軽量であることが好ましい。このような軽量化された積層金属板
を構成するために好適なコア層としては、前述の金属材料、Ｆｅ合金、およびステンレス
鋼などに空隙を有する公知の構造を付与した材料を使用することが好ましい。空隙を有す
る公知の構造とは、例えば、網状構造、ハニカム構造、エキスパンド、パンチングなどの
孔を設けた構造、波型構造体、コルゲート構造、ロール構造、発泡構造などである。特に
、金網、エキスパンドメタル、パンチングメタルなどの汎用性材料は、容易に製造可能で
あるため、より好ましい。このような構造体の場合、コア層の密度（ρｃ）を目的に応じ
て容易に制御することができる。例えば、パンチングメタルの密度は、開孔率が５０％と
なるよう鋼板に複数の穴を設けることで、鋼板の密度の半分に制御することが可能である
。
【００３９】
　また、コア層の密度（ρｃ）は、表層の密度（ρｆ）以下であればよいが、ρｃ／ρｆ

は１／３００以上１／２以下が好ましい。ρｃ／ρｆ＞１／２の場合、一般的な金属板と
の重量差異が小さくなるため、当該積層金属板からなる衝撃吸収部品による重量削減効果
が小さくなり、大幅な燃費改善効果は得られない可能性がある。
【００４０】
　ρｃ／ρｆが１／３００より小さいコア層として、樹脂などの軽量材料でかつ非常に多
くの空気層を有する発泡体（例えば５０倍発泡ポリスチレン）が挙げられる。当該コア層
は、剛性が非常に小さい空気層を多く含むため、積層金属板の剛性が小さくなり、衝撃吸
収部品として十分な衝撃エネルギー吸収量が得られない可能性がある。従って、軽衝突以
上の激しい衝突時にも十分な衝撃エネルギー吸収量を確保し、軽量化効果を高めるために
は、ρｃ／ρｆは１／３００以上１／２以下が好ましい。
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【００４１】
　また、ρｃ／ρｆが１／２０以上１／２以下の範囲から材料を選択すると、原料が入手
しやすく、積層金属板の製造コストを安くできるため、より好ましい。例えば、ρｃ／ρ

ｆが１／２０以上１／２以下の範囲の材料として、表層に鋼板、コア層に金網などの金属
構造体、または、表層にＡｌ板、コア層に樹脂などが挙げられる。
【００４２】
　ここで、積層金属板１において、表層３Ａおよび３Ｂの板厚ｔｆと、コア層５の板厚ｔ
ｃとの板厚比ｔｃ／ｔｆは、２．０以上７．０以下である。後述する実施例で実証される
ように、積層金属板１の表層３Ａおよび３Ｂとコア層５との板厚比ｔｃ／ｔｆがこれらの
範囲の値となる場合に、本発明の一実施形態に係る衝撃吸収部品は、座屈波長を小さくす
ることができる。
【００４３】
　具体的には、表層３Ａおよび３Ｂとコア層５との板厚比ｔｃ／ｔｆが２．０未満である
場合、軸圧潰変形時の変形エネルギーにおけるコア層５の変形エネルギーの寄与が小さく
なるため、座屈波長を小さくすることができない。また、表層３Ａおよび３Ｂとコア層５
との板厚比ｔｃ／ｔｆが７．０を超える場合、表層３Ａおよび３Ｂに対してコア層５が非
常に厚くなるため、表層３Ａおよび３Ｂと、積層金属板１との間で剛性に大きな乖離が生
じる。そのため、衝撃吸収部品は、接合層７Ａおよび７Ｂが破壊され、安定して蛇腹状の
軸圧潰変形をすることができない可能性がある。
【００４４】
　また、積層金属板１において、表層３Ａおよび３Ｂの板厚ｔｆと、コア層５の板厚ｔｃ
との板厚比ｔｃ／ｔｆは、好ましくは、３．５以上５．０以下であってもよい。積層金属
板の表層３Ａおよび３Ｂとコア層５との板厚比ｔｃ／ｔｆがこれらの範囲の値となる場合
に、本発明の一実施形態に係る衝撃吸収部品は、座屈波長をより小さくし、安定して蛇腹
状の軸圧潰変形を起こすことができるようになる。具体的には、表層３Ａおよび３Ｂとコ
ア層５との板厚比ｔｃ／ｔｆが３．５以上５．０以下である場合、軸圧潰変形時のコア層
５の変形エネルギーと、表層３Ａおよび３Ｂの変形エネルギーのバランスが好適となるた
め、座屈波長をさらに小さくすることができる。
【００４５】
　また、積層金属板１において、表層３Ａおよび３Ｂのヤング率Ｅｆと、コア層５のヤン
グ率Ｅｃとのヤング率比Ｅｃ／Ｅｆは、１×１０－３以上１×１０－１以下であってもよ
い。積層金属板の表層３Ａおよび３Ｂとコア層５とのヤング率比Ｅｃ／Ｅｆがこれらの範
囲の値となる場合に、本発明の一実施形態に係る衝撃吸収部品は、衝撃エネルギーの吸収
効率を向上させることができる。
【００４６】
　具体的には、積層金属板の表層３Ａおよび３Ｂとコア層５とのヤング率比Ｅｃ／Ｅｆが
１×１０－３未満である場合、積層金属板１は、衝撃吸収部品の座屈波長を小さくするこ
とはできるものの、Ｅｃの低下により座屈変形時の平均荷重Ｗを低下させ、衝撃エネルギ
ーの吸収効率を低下させてしまうため好ましくない。また、積層金属板の表層３Ａおよび
３Ｂとコア層５とのヤング率比Ｅｃ／Ｅｆが１×１０－１を超える場合、コア層５のヤン
グ率Ｅｃが大きく、せん断変形しにくくなる。そのため、軸圧潰変形時の挙動が、単一材
料の金属板と近くなり、座屈波長を小さくすることができなくなるため好ましくない。な
お、表層３Ａおよび３Ｂ、コア層５のヤング率については、例えば、ＡＳＴＭ－Ｄ６３８
に準拠した引張試験等にて測定することが可能である。
【００４７】
　接合層７Ａおよび７Ｂは、公知の接合材により形成される。例えば、接合層７Ａおよび
７Ｂは、接着剤、導電性接着剤、ろう材などで形成されてもよい。接着剤としては、例え
ば、エポキシ系接着剤、アクリル系接着剤、およびウレタン系接着剤などを使用すること
ができ、導電性接着剤としては、前述の接着剤にアルミ、ニッケル、鉄等の金属粉末を所
定量添加したものを使用することができる。また、ろう材としては、鉛、スズ、アンチモ
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ン、カドミウム、亜鉛等の合金からなる軟ろう（はんだ）、Ｎｉ－Ｃｒ系ろう材、銅ろう
、金ろう、パラジウムろう、銀ろう、アルミろうなどの硬ろうを使用することができる。
【００４８】
　これらのうち、コア層５が導電材料である場合、接合層７Ａおよび７Ｂは、導電性接着
剤またはろう材で形成されることが好ましい。このような場合、積層金属板１全体が導電
性になるため、溶接性を確保することができ、溶接などの手法で積層金属板１を接合する
ことが可能になる。
【００４９】
　また、接合層７Ａおよび７Ｂは、コア層５と接合層７Ａおよび７Ｂとからなる層のせん
断変形を制御するために、せん断弾性率が５０ＭＰａ以上５００ＭＰａ以下であることが
好ましい。接合層７Ａおよび７Ｂのせん断弾性率が５０ＭＰａ未満である場合、接合層７
Ａおよび７Ｂが過剰にせん断変形することにより、表層３Ａおよび３Ｂが互いに独立して
変形する可能性があり、安定した座屈変形が生じにくくなるため好ましくない。また、接
合層７Ａおよび７Ｂのせん断弾性率が５００ＭＰａを超える場合、コア層５と接合層７Ａ
および７Ｂからなる層のせん断変形が生じにくくなるため、座屈波長が大きくなる可能性
があり好ましくない。なお、上記のせん断弾性率については、ＪＩＳ－Ｋ６８５０に準拠
した引張せん断試験により測定することができる。
【００５０】
　せん断弾性率が５００ＭＰａより大きい接合材として、ろう材が挙げられる。ろう材の
場合、加熱してろう材を溶融させる必要があるため、接合可能なコア層は、ろう材以上の
融点を有する金属材料及び金属材料に構造を付与した構造体が対象となる。当該コア層は
、樹脂などの非金属材料と比較してせん断変形しにくい材料であるため、上述のように、
ろう材を使用した積層金属板は、金属板と同様の大きな座屈波長で変形する恐れがある。
また、せん断弾性率が５０ＭＰａより小さい接合材を使用した積層金属板では、接合層が
過剰にせん断変形し、表層金属板がそれぞれ独立して変形する。この結果、コア層で使用
する材料によっては、金属板と同様の大きな座屈波長で変形する可能性がある。従って、
積層金属板がより安定に小さな座屈波長で変形するためには、接合材のせん断弾性率が５
０ＭＰａ以上５００ＭＰａ以下であることが好ましい。
【００５１】
　また、接合材のせん断弾性率が１００ＭＰａ以上３００ＭＰａ以下であれば、接合層が
適度にせん断変形することができ、より安定に小さな座屈波長で積層金属板を変形させる
ことが可能となる。せん断弾性率が１００ＭＰａ以上３００ＭＰａ以下である接合材とし
て、具体的には、エポキシ系の接着剤、アクリル系接着剤、ウレタン系接着剤が挙げられ
る。
【００５２】
　また、コア層が導電材料である場合、積層金属板の溶接性を確保する観点から、接合材
が導電性接着剤であることが好ましい。具体的には、後述する接着剤に、アルミ粉、ニッ
ケル粉や鉄粉等の金属粉を所定量添加したもの等が挙げられる。さらに、溶接が安定して
できるように、導電性接着剤の電気抵抗率は、１．０×１０－４Ω・ｃｍ以上１．０×１
０－３Ω・ｃｍ以下であることが好ましい。
【００５３】
　以上、本発明の一実施形態に係る衝撃吸収部品を構成する積層金属板１について説明を
行った。なお、本発明の一実施形態に係る衝撃吸収部品を構成する積層金属板１は、公知
の積層方法を適用して製造することが可能であるが、具体的には、以下の製造方法にて製
造することができる。
【００５４】
　（積層金属板の製造方法）
　コア層５の両面に接合材（例えば、接着剤など）を塗布し、表層３Ｂ、コア層５、表層
３Ａの順に積層し、常温にて、または加熱しながら加圧することで積層金属板１を得る。
また、表層３Ａおよび３Ｂの片面に接合材を塗布し、接合材を塗布した面同士でコア層５
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を挟み込んで積層し、常温にて、または加熱しながら加圧することによっても積層金属板
１を得ることが可能である。
【００５５】
　以下に、前述の積層金属板で衝撃吸収部品を作製した場合の効果について述べる。
【００５６】
　積層金属板は、表層よりも小さい密度を有するコア層を積層しているため、積層金属板
の総厚と同等の板厚の金属板と比較した場合、重量が小さい。従って、当該積層金属板か
ら構成された衝撃吸収部品は、金属板で構成された衝撃吸収部品に対して大幅な軽量化が
図れる。また、衝撃吸収部品に衝撃荷重が負荷された場合の変形は前述したように、形成
された座屈しわが折り畳まれる変形である。このような変形では、変形時の抵抗力（剛性
、強度）が総厚の２乗、もしくは３乗に比例する曲げ変形が主体となるため、重量増加を
抑制しつつ、総厚を増大することができる積層金属板からなる衝撃吸収部品は、重量が等
しい金属板と比較すると、衝撃エネルギー吸収量の向上が可能となる。
【００５７】
　（積層金属板の中心層の変形率）
　次に、本発明の衝撃吸収部品を構成する積層金属板の中心層の変形率について説明する
。
【００５８】
　衝撃吸収部品を構成する積層金属板の中心層の変形率は７．０％以上７５．０％以下で
ある。ここで、積層金属板の中心層とは、積層金属板の表層を除いた層であって、具体的
にはコア層と接合層からなる層である。また、積層金属板の中心層の変形率とは、圧潰変
形時に中心層がせん断変形する指標であって、具体的には、積層金属板の構成から算出で
きる計算剛性（Ｄｃａｌ）から実験より測定した曲げ剛性（Ｄｅｘｐ：以降、実測剛性と
称す）の減少率である。
（積層金属板の中心層の変形率）＝１００×（Ｄｃａｌ－Ｄｅｘｐ）／Ｄｃａｌ
【００５９】
　以下に、積層金属板の中心層の変形率を７．０％以上７５．０％以下と制御しなければ
ならない理由について説明する。
【００６０】
　圧潰変形時には、接合層も大きく変形するため、コア層と接合層両方のせん断変形を制
御することが重要である。一方、前述したように、積層金属板からなる衝撃吸収部品の圧
潰変形に関するこれまでの報告では、コア層の変形は厳密に制御されていたが、接合層の
変形は考慮されていないため、小さな座屈波長の圧潰変形が得られないことがあった。従
って、より安定に小さな座屈波長で圧潰変形させるためには、コア層と接合層の混合層で
ある積層金属板の中心層のせん断変形を適切に把握し制御する必要がある。一方、圧潰変
形時における積層金属板の中心層のせん断変形を把握する試験法は確立されていないため
、本発明では、３点曲げ試験で得られる実測剛性と、積層金属板の構成から予測される計
算剛性との差異から算出可能な中心層の変形率を積層金属板の中心層のせん断変形の指針
とした。実測剛性は、中心層のせん断変形を反映した値であるのに対し、計算剛性は、中
心層のせん断変形が反映されていないため、実測剛性と計算剛性の差異が中心層のせん断
変形の影響と考えることができる。
【００６１】
　積層金属板の中心層の変形率が７．０％以上７５．０％以下であると中心層が適度にせ
ん断変形することで、中心層がより小さい変形エネルギーで変形するようになり、積層金
属板は小さな座屈波長で変形する。従って、積層金属板の中心層の変形率は、７．０％以
上７５．０％以下が好ましい。
【００６２】
　一方、中心層の変形率が７．０％未満の場合、中心層はせん断変形しにくくなるため、
単一材料と同様の大きな座屈波長で圧潰変形する。また、中心層の変形率が７５．０％超
である場合、中心層の過剰なせん断変形により、表層が中心層の拘束の影響をほとんど受
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けなくなる。この結果、表層は大きな座屈波長で変形した方が変形エネルギーは小さくな
るため、単一材料と同様の座屈波長で圧潰変形する。従って、衝撃吸収部品を構成する積
層金属板の中心層の変形率を７．０％以上７５．０％以下と制御することによって、より
安定に小さな座屈波長で圧潰変形させることができる。
【００６３】
　さらに、基本的に積層金属板の場合、曲げ剛性の大きさは中心層の変形率に依存するた
め、前記積層金属板の中心層の変形率が７．０％以上５０．０％以下であることが、より
好ましい。中心層の変形率が５０．０％以下である場合、中心層のせん断変形による積層
金属板の剛性の低下量は小さいため、十分な衝撃エネルギー吸収量を確保しつつ、小さな
座屈波長の圧潰変形を生じさせることができる。
【００６４】
　（衝撃吸収部品の形状）
　次に、本発明の衝撃吸収部品の好ましい形状について説明する。
【００６５】
　本発明の衝撃吸収部品は、衝撃吸収方向に垂直な任意の断面が、最小曲率半径が７．０
ｍｍ以上の曲線を有し、当該断面の周長のうち曲線部が３０．０％以上となる形状であり
、さらに、前記断面が、閉構造となる形状、もしくは、断面周長の１５．０％未満の開口
部を有する形状である。ここで、衝撃吸収部品の衝撃吸収方向に垂直な任意の断面（以降
、衝撃吸収部品の断面）の周長、及び曲線部の長さは、積層金属板の板厚の中心を結ぶ線
（以後、中心線）を測定した値である。なお、本明細書において、曲率半径が１ｍ以下を
曲線とし、曲率半径が１ｍ超である場合、直線と定義とする。さらに、衝撃吸収部品の断
面にある曲線の最小曲率半径とは、当該曲線すべての曲率半径を測定した値の最小値であ
る。
【００６６】
　また、衝撃吸収部品の断面が断面周長の１５．０％未満の開口部を有する場合、開口部
の長さとは、開口部端部同士を直線で結んだ場合の直線の長さであり、開口部を有する断
面の断面周長とは、開口部端部同士を直線で結んだ場合の直線の長さと開口部を有する断
面の中心線の長さを足し合わせた値である。従って、開口部の割合は、開口部端部同士を
直線で結んだ場合の直線の長さを開口部を有する断面の断面周長で除した値である。なお
、衝撃吸収部品の衝撃吸収方向に垂直な任意の断面の外周を３次元形状測定機にて測定し
、金属板または積層金属板の厚みを考慮することで、衝撃吸収部品の周長、曲線部の長さ
、曲率半径及び開口部の長さを把握することができる。
【００６７】
　ここで、衝撃吸収部品に斜め荷重が負荷された際に、安定な蛇腹状の圧潰変形が得られ
にくくなる理由について説明する。
【００６８】
　衝撃吸収部品に斜め荷重が負荷された場合、最初に斜め荷重が負荷された部分から局所
的な変形が生じやすくなる。一般的な金属板の場合、この時生じる局所的な変形は、大き
な座屈波長の変形であるため、この大きな座屈波長で変形した部位が起点となって、衝撃
吸収部品全体で折れ曲がる変形が生じやすくなる。この結果、斜め荷重が負荷された際に
、安定な蛇腹状の圧潰変形が得られないことが多い。
【００６９】
　一般的な金属板では、前述のように、複雑な断面形状にすることで、座屈波長を小さく
し、衝撃吸収部品全体で折れ曲がる変形を抑制する取り組みがなされている。一方、積層
金属板の場合、この取り組みも有効であるが、より簡易な手法、具体的には、衝撃吸収部
品の断面に曲線部を設けることでも、座屈波長を小さくし、衝撃吸収部品全体で折れ曲が
る変形を抑制することが可能である。
【００７０】
　具体的には、本発明の衝撃吸収部品は、断面の周長のうち曲線部が３０．０％以上であ
ることが好ましい。断面の周長のうち曲線部が３０．０％未満の場合、衝撃吸収部品の断
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面内の直線部の長さが大きくなることにより、座屈波長が大きくなる可能性がある。この
理由は以下の通りである。
【００７１】
　一般的な金属板では、座屈波長は直線部分の長さと一致する。積層金属板では、小さな
座屈波長で変形する特徴を有しているため、直線部分の長さと一致しないが依存（つまり
、直線部が長くなると座屈波長が大きくなる傾向あり）することが判明している。従って
、小さな座屈波長で変形させるためには、直線部の長さが極力大きくならないよう曲線部
を断面周長の３０．０％以上にする必要がある。より安定に小さな座屈波長で変形させる
ためには、曲線部が断面周長の５０．０％以上であることが好ましい。つまり、衝撃吸収
部品の断面形状に直線部が少ない形状が好ましい。曲線部が断面周長の５０．０％以上で
あれば、より安定に小さな座屈波長で変形し、斜め荷重の交差角度が大きくても、安定な
蛇腹状の圧潰変形を得ることができる。
【００７２】
　また、衝突エネルギー吸収量が等しい金属板と比較した場合、積層金属板の厚みは、金
属板より厚くなるため、積層金属板の場合、曲線部を成形する際に表層に生じるひずみは
大きくなり、表層の破断が生じやすい。従って、衝撃吸収部品の断面にある曲線部の最小
曲率半径は７．０ｍｍ以上であることが好ましい。曲線部の最小曲率半径は７．０ｍｍ未
満の場合、衝撃吸収部品を製造する際の曲げ加工時に、表層に生じるひずみが非常に大き
くなり、表層の破断が生じやすく、所望の断面形状が得られない場合がある。従って、衝
撃吸収部品の断面にある曲線部の最小曲率半径は７．０ｍｍ以上であることが好ましい。
【００７３】
　また、本発明の衝撃吸収部品は、衝撃吸収部品の断面の形状が閉構造、もしくは断面周
長の１５．０％未満の開口部を有する。衝撃吸収部品の断面の形状が開口部を有する開構
造の場合、衝撃吸収部品に自由端部（拘束されない部分）が生じる。図４（イ）に示すよ
うな一般的な金属板の場合、矢印の方向に衝撃荷重が加わると、開口部端面２１の自由端
部近傍では、図４（ロ）に示すように単純に板を曲げたような座屈波長の大きな変形が生
やすくなる。従って、圧潰変形時に開口部近傍（自由端部近傍）で座屈波長の大きな変形
が生じ、この変形部位を起点に部材全体で折れ曲がり変形が生じるため、安定に蛇腹状の
圧潰変形が得られない。一方、本発明の衝撃吸収部品を構成する積層金属板では、自由端
部であっても、小さな座屈波長で変形する特徴を有しているため、安定に圧潰変形しやす
い。しかしながら、開口部の割合が１５．０％以上では、開口部を起点として、部品全体
で折れ曲がり変形が生じやすくなるため、安定に圧潰変形が得られなくなる可能性がある
。
【００７４】
　以上、本発明の衝撃吸収部品の形状となるよう積層金属板を成形加工し、作製した衝撃
吸収部品は、衝撃吸収方向と交差する方向であっても、より安定に蛇腹状の圧潰変形が生
じ、かつ軽量である。
【００７５】
　さらに、衝撃エネルギー吸収量の増大が見込めるため、本発明の衝撃吸収部品の断面に
、曲率半径が７ｍｍ以上の曲線から構成される溝部が４個以上存在するように、積層金属
板を成形加工することがより好ましい。ここで、溝部とは、曲率半径が７ｍｍ以上１５ｍ
ｍ以下の曲線部の曲率中心が衝撃吸収部品断面の外側にある曲線部のことである。つまり
、溝部とは、衝撃吸収部品の断面において、内側（中心側）に凹んだ曲線部である。
【００７６】
　この溝部は、曲率半径が大きい曲線部及び直線部と比較して、剛性が大きいため、衝撃
吸収部品の断面に４個以上の溝部を付与することで、衝撃エネルギー吸収量の大幅な増加
が期待できる。一方、衝撃吸収部品の断面に存在する溝部が４個未満の場合、衝撃エネル
ギー吸収量の増大効果があまり得られなくなる。また、衝撃吸収部品の断面に１６個以上
の溝部を付与するよう成形加工した場合、形状が非常に複雑になり、成形コストが増すた
め、衝撃エネルギー吸収量の増大効果以上に成形コスト増が問題となる。
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【００７７】
　次に、本発明の具体的な形状例について説明する。
【００７８】
　本発明の衝撃吸収部品の形状は、衝撃吸収部品の断面に少なくとも最小曲率半径が７．
０ｍｍ以上の曲線を有し、当該断面の周長のうち曲線部が３０．０％以上であって、当該
断面の形状が閉構造、もしくは断面周長の１５．０％未満が開口部となるよう成形加工さ
れていればよく、特に限定されるものではない。
【００７９】
　例えば、衝撃吸収部品の断面の周長のうち曲線部が１００％であるような円形状、また
曲線の曲率半径が連続的に変化する楕円形状、または、図５に示すような楕円形状を足し
合わせた形状及び類似形状が挙げられる。
【００８０】
　また、衝撃吸収部品の断面に直線部を有する場合、円形状や楕円形状を直線で結んだ図
６（イ）、（ロ）に示すような形状及び類似形状が挙げられる。図５および図６（ロ）に
示すような形状の場合、衝撃吸収部品の断面に４個の溝部２２が存在するため、衝撃エネ
ルギー吸収量の増大が見込める。
【００８１】
　また、衝撃吸収部品の断面が、断面周長の１５．０％未満の開口部を有する形状である
場合、衝撃吸収部品の開口部が衝撃吸収方向に連続する形状、もしくは開口部が衝撃吸収
方向に断続する形状が挙げられる。図７（イ）に示す形状の場合、位置ａの断面は図７（
ロ）、位置ｂの断面は図７（ハ）となり、部分的に開口部が衝撃吸収方向に断続しており
、衝撃吸収部品を構成する材料が欠落しているため、衝撃吸収部品重量の削減が見込める
。
【００８２】
　（衝撃吸収部品の製造方法）
　最後に、本発明の実施形態に係る衝撃吸収部品の製造法について説明する。
【００８３】
　衝撃吸収部品は公知の手法により製造すればよく、特定の製造法に限定されない。例え
ば、積層金属板にプレス曲げ、絞り、ロールフォーミング等の加工をいずれかひとつある
いは複数行うことにより、衝撃吸収部品を製造してもよい。
【００８４】
　（作用効果）
　本発明は、部品の衝撃吸収方向の一方の端部に衝撃荷重を負荷された際に、衝撃エネル
ギーを吸収する衝撃吸収部品であって、コア層の両面に金属板からなる表層が接合積層さ
れた積層金属板を成形加工して構成され、前記積層金属板は、表層を除いた中心層の、前
記積層金属板の構成から算出できる計算剛性に対する実験で測定した曲げ剛性の減少率で
ある変形率が７．０％以上７５．０％以下であることを特徴とする、衝撃吸収部品である
。
【００８５】
　積層金属板で構成された衝撃吸収部品の断面形状が少なくとも曲線を有し、当該断面の
周長のうち曲線部が３０．０％以上であるため、斜め荷重が負荷された際にも、積層金属
板が小さな座屈波長で変形し、衝撃吸収部品は安定に蛇腹状の圧潰変形が生じやすい。
【００８６】
　また、衝撃吸収部品を構成する積層金属板の表層３Ａおよび３Ｂの板厚ｔｆと、コア層
５の板厚ｔｃとの板厚比ｔｃ／ｔｆを２．０以上７．０以下にすることにより、座屈波長
をより小さくし、衝撃エネルギーの吸収効率を向上させることができる。
【００８７】
　また、本発明に係る衝撃吸収部品は、形状を複雑に加工する必要がなく、より単純な形
状で衝撃エネルギー吸収効率を向上させることができる。さらに、本発明に係る衝撃吸収
部品は、座屈波長をより小さくするために積層金属板の表層およびコア層のヤング率比を
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さらに低下させる必要がないため、衝撃吸収部品の強度を変更せずに衝撃エネルギー吸収
効率を向上させることができる。
【００８８】
　さらに、断面形状に断面周長の１５．０％未満の開口部を設けることによって、より軽
量化ししつ、安定な圧潰変形を生じさせることができる。また、衝撃吸収部品を積層金属
板で構成することにより、部材のさらなる軽量化が図れ、当該積層金属板の中心層の変形
率を厳密に制御することにより、より安定な蛇腹状の圧潰変形を生じさせることができる
。この結果、正面のみならず斜め方向からの衝突に対しても、より安定な蛇腹状の圧潰変
形が生じることで、衝撃エネルギーを吸収し、かつ、軽量材から構成されるので部品自体
も軽量化できることから、十分な衝撃エネルギー吸収量の確保と燃費向上の両立も可能と
なる。
【実施例】
【００８９】
　以下、実施例を用いて本発明をさらに具体的に説明する。
【００９０】
　＜第１の実施例＞
　（使用した積層金属板の構成と製造方法）
　本発明の実施例及び比較例として、表１に示す表層とコア層の構成の積層金属板を製造
した。また、表層とコア層との接合は、接着剤［１］（基材：エポキシ樹脂、塗布量２０
０ｇ／ｍ２、せん断弾性率３００ＭＰａ）、接着剤［２］（変性ポリオレフィンシート、
塗布量３００ｇ／ｍ２、せん断弾性率２２０ＭＰａ）、接着剤［３］（基材：ウレタン樹
脂、塗布量２００ｇ／ｍ２、せん断弾性率１３５ＭＰａ）、接着剤［４］（基材：ウレタ
ン、軟質材、塗布量２００ｇ／ｍ２、せん断弾性率３０ＭＰａ）を使用した。
【００９１】
　積層金属板Ａ、Ｈは、接合材として接着剤［１］を使用し、表層上に接合材、コア層、
接合材、表層の順に積層し、１８０℃まで加温した。次いで、積層した表層、接合材及び
コア層を圧着力４０ｋｇｆ／ｃｍ２（２．９２ＭＰａ以下）で２０分間加熱圧着し、その
後、常温まで冷却して、各積層金属板を得た。
【００９２】
　また、積層金属板Ｂ、Ｄ、Ｅ、Ｇ、Ｉ、Ｋは、接合剤として接着剤［２］を使用し、表
層上に接合材、コア層、接合材、表層の順に積層し、２４０℃、４０ｋｇｆ／ｃｍ２、１
分間加圧することにより、各積層金属板を得た。
【００９３】
　また、積層金属板Ｃ、Ｆは、接合剤として接着剤［３］を使用し、積層した表層、接合
材及びコア層を８０℃まで加熱し、圧着力４０ｋｇｆ／ｃｍ２で３０分間加熱圧着し、そ
の後、常温まで冷却して、各積層金属板を得た。
【００９４】
　また、積層金属板Ｊは、接合剤としてろう材（低温ろう剤、Ｓｎ－Ｐｂ系、融点１８３
℃、使用量１５ｇ／ｍ２、せん断弾性率５００ＭＰａ超）を使用し、積層した表層、接合
材及びコア層を３００℃まで加熱し、圧着力４０ｋｇｆ／ｃｍ２で２０分間加熱圧着し、
その後、常温まで冷却して、積層金属板を製造した。
【００９５】
　また、積層金属板Ｌは、接合剤として接着剤［４］を使用し、積層した表層、接合材及
びコア層を８０℃まで加熱し、圧着力４０ｋｇｆ／ｃｍ２で２０分間加熱圧着し、その後
、常温まで冷却して、積層金属板を製造した。
【００９６】
　積層金属板の表層として用いた金属板は、Ａｌキルド鋼板（降伏応力：４００ＭＰａ）
、Ａｌ合金板（降伏応力：１５０ＭＰａ）、純Ａｌ板（降伏応力：８０ＭＰａ）である。
【００９７】
　積層金属板のコア層として用いた材料は、金網（線径：０．６ｍｍφ、線材間の隙間：
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ンチングメタル（角孔、孔径：４ｍｍ、間隔（ピッチ）：４．５ｍｍ、開孔率：７９．０
％、密度：１．６３ｇ／ｃｍ３）、２倍発泡ポリエチレン（発泡倍率２倍、密度：０．４
５ｇ／ｃｍ３）、冷延鋼板（密度：７．８ｇ／ｃｍ３）、５０倍発泡ポリスチレン（発泡
倍率５０倍、密度：０．０２１ｇ／ｃｍ３）である。
【００９８】
　また、比較例として、９８０ＭＰａ級の高張力鋼板（板厚：１．０ｍｍ）を使用した。
【００９９】
　（積層金属板の中心層の変形率の算出方法）
　各積層金属板を幅２５ｍｍ、長さ６０ｍｍとなるように切断し、３点曲げ試験サンプル
を得た。３点曲げ試験は、ＡＳＴＭ　Ｄ７９０に準じて実施した。具体的には、支点間距
離５０ｍｍ、圧子の半径５ｍｍ、支持台の半径５ｍｍ、試験速度５ｍｍ／ｍｉｎで３点曲
げを実施した。試験で得られた荷重－変位曲線より、弾性変形域の傾き（Ｐｅｘｐ／δｅ
ｘｐ）を求め、（ｉ）式に代入して、積層金属板の剛性Ｄｅｘｐを算出した。
【０１００】
　次に（ｉｉ）式より、計算剛性Ｄｃａｌを算出し、式（ｉｉｉ）に示す積層金属板の中
心層の変形率を決定した。
【０１０１】
　Ｄｅｘｐ＝（Ｐｅｘｐ／δｅｘｐ）×（Ｌ３／４８）・・・（ｉ）
　Ｄｃａｌ＝Ｅｂ（Ｈ２－ｈ２）／１２・・・（ｉｉ）
　（積層金属板の中心層の変形率）＝１００×（Ｄｃａｌ－Ｄｅｘｐ）／Ｄｃａｌ・・・
（ｉｉｉ）
　ここで、Ｐ：荷重、δ：変位、Ｌ：支点間距離、Ｅ：表層のヤング率、ｂ：サンプル幅
、Ｈ：積層金属板の厚み、ｈ：コア層の厚みである。
【０１０２】
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【表１】

【０１０３】
　（実施した衝撃吸収部品の形状作製）
　まずは、本発明に係る衝撃吸収部品の効果を検証するために落重試験を行った衝撃吸収
部品の形状作製法について説明する。
【０１０４】
　形状ａは、金属板または積層金属板を成形加工し、衝撃吸収部品の断面が図８（イ）の
ような衝撃吸収部品の半部品を得た。次に、この半部品の端部同士をレーザー溶接にて接
合し、図８（ロ）の断面を有する高さ２００ｍｍの衝撃吸収部品を作製した。
【０１０５】
　形状ｂは、積層金属板を成形加工し、図９の断面を有する高さ２００ｍｍの衝撃吸収部
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【０１０６】
　形状ｃは、積層金属板を成形加工し、衝撃吸収部品の断面が図１０（イ）のような衝撃
吸収部品の半部品を得た。次に、この半部品の端部同士をレーザー溶接にて接合し、図１
０（ロ）の断面を有する高さ２００ｍｍの衝撃吸収部品を作製した。
【０１０７】
　形状ｄは、積層金属板を成形加工し、衝撃吸収部品の断面が図１１（イ）のような衝撃
吸収部品の半部品を得た。次に、この半部品の端部同士をレーザー溶接にて接合し、図１
１（ロ）の断面を有する高さ２００ｍｍの衝撃吸収部品を作製した。
【０１０８】
　形状ｅは、金属板または積層金属板を成形加工し、衝撃吸収部品の断面が図１２（イ）
のような衝撃吸収部品の半部品を得た。次に、この半部品の端部同士をレーザー溶接にて
接合し、図１２（ロ）の断面を有する高さ２００ｍｍの衝撃吸収部品を作製した。
【０１０９】
　形状ｆは、積層金属板を成形加工し、衝撃吸収部品の断面が図１３（イ）のような衝撃
吸収部品の半部品を得た。次に、この半部品の端部同士をレーザー溶接にて接合し、図１
３（ロ）の断面を有する高さ２００ｍｍの衝撃吸収部品を作製した。
【０１１０】
　形状ｇは、積層金属板を成形加工し、衝撃吸収部品の断面が図１４（イ）のような衝撃
吸収部品の半部品を得た。次に、この半部品の端部同士をレーザー溶接にて接合し、図１
４（ロ）の断面を有する高さ２００ｍｍの衝撃吸収部品を作製した。
【０１１１】
　形状ｈは、積層金属板を成形加工し、図１５の断面を有する高さ２００ｍｍの衝撃吸収
部品を作製した。
【０１１２】
　形状ｉは、図１６（イ）に示すような開口部を付与した積層金属板を成形加工し、衝撃
吸収部品の断面が図１６（ロ）のような衝撃吸収部品の半部品を得た。次に、この半部品
の端部同士をレーザー溶接にて接合し、図７（ロ）、（ハ）のように一部開断面をもつ高
さ２００ｍｍの衝撃吸収部品（図７（イ））を作製した。
【０１１３】
　形状ｊは、積層金属板を成形加工し、衝撃吸収部品の断面が図１７（イ）のような衝撃
吸収部品の半部品を得た。次に、この半部品の端部同士をレーザー溶接にて接合し、図１
７（ロ）の断面を有する高さ２００ｍｍの衝撃吸収部品を作製した。
【０１１４】
　形状ｋは、積層金属板を成形加工し、図１８の断面を有する高さ２００ｍｍの衝撃吸収
部品を作製した。
【０１１５】
　形状ｌは、積層金属板を成形加工し、衝撃吸収部品の断面が図１９（イ）のような衝撃
吸収部品の半部品を得た。次に、この半部品の端部同士をレーザー溶接にて接合し、図１
９（ロ）の断面を有する高さ２００ｍｍの衝撃吸収部品を作製した。
【０１１６】
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【表２】

【０１１７】
　次に、本発明の衝撃吸収部品の効果を検証するために実施した落重試験手法を説明する
。
【０１１８】
　衝撃吸収部品を、錘が衝突する衝撃吸収部品の端部とは反対側の端部を冶具にて固定し
、１２０ｋｇの質量の錘を３．５ｍの高さから自由落下させることより、衝撃吸収部品の
衝撃吸収方向に３０ｋｍ／ｈの速度で衝突させた。
【０１１９】
　また、斜め荷重を負荷させる場合は、図２０に示すように、衝撃吸収部品Ｓの幅方向が
床面ＦＬに対して１０°傾くように台に固定し、床面ＦＬに対して鉛直方向の衝撃荷重Ｐ
を負荷して、上記と同様の手順で、落重試験を実施した。次に、衝撃吸収部品Ｓを台上で
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９０°回転させ、衝撃吸収部品Ｓの奥行き方向が床面ＦＬに対して１０°傾くように台に
固定し、床面ＦＬに対して鉛直方向の衝撃荷重Ｐを負荷して、落重試験を実施した。ここ
で、衝撃吸収部品断面の外郭を四角形としたときのアスペクト比が大きい方を衝撃吸収部
品の幅方向、当該アスペクト比が小さい方を衝撃吸収部品の奥行方向とする。また、幅方
向から斜め荷重を負荷する条件を斜め荷重負荷条件１とし、奥行き方向から斜め荷重を負
荷する条件を斜め荷重負荷条件２とする。
【０１２０】
　（衝突性能の評価）
　落重試験時の荷重－変位曲線より、１００ｍｍ圧潰までの衝撃エネルギー吸収量Ｅｎを
算出した。さらに、部品の軽量性を評価するために、部品の質量ｗで衝撃エネルギー吸収
量を除し、単位質量あたりの衝撃エネルギー吸収量（Ｅｎ／ｗ）とし、比較評価した。ま
た、斜め荷重を負荷した場合の衝撃エネルギー吸収量も同様の方法で算出した。
【０１２１】
　なお、表３、表４の変形形態の欄における「◎」とは、小さな座屈波長で安定に蛇腹状
の圧潰変形が発生したことを示し、「△」とは、大きな波長で蛇腹状の圧潰変形が生じた
ことを示す。また「×」とは、変形初期に生じた大きな座屈波長で変形した部位を起点に
部品全体がＶ字状に折れ曲がる変形が発生したことを示す。ここで、座屈波長の大小は、
比較例４の鋼板からなる衝撃吸収部品の座屈波長を基準とし、実施した衝撃吸収部品の座
屈波長が、鋼板の座屈波長の２／３未満を小さな波長で圧潰変形したと判断した。
【０１２２】
　表３に、衝撃吸収部品の衝撃吸収方向に荷重を負荷した場合の落重試験結果を示す。
【０１２３】
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【表３】

【０１２４】
　実施例１～２１の衝撃吸収部品は、Ｅｎ／ｗ＞６．９であり、比較例４、９の高張力鋼
（板厚１ｍｍ、引張強度９８０ＭＰａ）からなる衝撃吸収部品と比較して、高い衝撃エネ
ルギー吸収能を示し、且つ軽量性に優れることが判った。
【０１２５】
　実施例１、８、１７、１８は、構成する材料が同じで、形状のみが異なる衝撃吸収部品
である。実施例１、８、１７、１８を比較すると、実施例１８のＥｎ／ｗが最も大きかっ
た。実施例１８は溝部が８個ある形状であるため、衝撃エネルギー吸収量が最も増大しや
すい。この結果、実施例１、８、１７と比較して、Ｅｎ／ｗは大きくなったと考えられる
。
【０１２６】
　実施例７のＥｎ／ｗは、表層の材質、厚み、コア層の厚みが等しい構成となる実施例１
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率が６７．７％と大きいことから、中心層がせん断変形することで、積層金属板の剛性が
大幅に低下したため、実施例７では、衝撃エネルギー吸収量の低下が生じたと考えられる
。
【０１２７】
　表層の降伏応力のみが異なる実施例１１と実施例１２を比較した場合、実施例１１のＥ
ｎ／ｗの方が大きかった。実施例１２の表層は、降伏応力が８０ＭＰａと小さいことから
、衝撃エネルギー吸収量が若干小さくなったため、実施例１１と比較して小さくなったと
考えられる。
【０１２８】
　衝撃吸収部品の衝撃吸収方向からの衝撃荷重に対して、実施例１～２１は小さな座屈波
長で安定に蛇腹状の圧潰変形することが確認できた。
【０１２９】
　一方、比較例１～１０は、大きな座屈波長で安定に蛇腹状の圧潰変形すること、比較例
１１、１３は、変形途中で折れ曲がる変形が生じることが確認できた。なお、比較例１２
は、成形後の形状測定時に表層の破断が確認できたので、落重試験を実施しなかった。
【０１３０】
　比較例１、６は、中心層の変形率が４．２％と小さいことから、中心層がほとんどせん
断変形しないため、大きな座屈波長で蛇腹状の圧潰変形が生じたと考えられる。
【０１３１】
　また、比較例２、７は、中心層の変形率が８３．２％と大きいことから、中心層が過剰
にせん断変形したため、大きな座屈波長で蛇腹状の圧潰変形が生じたと考えられる。
【０１３２】
　比較例５は、せん断弾性率が非常に小さい接合材を使用したため、積層金属板の中心層
の変形率が非常に大きくなり、大きな座屈波長で蛇腹状の圧潰変形が生じたと考えられる
。
【０１３３】
　また、実施例６と比較例３、及び実施例１４と比較例８では、衝撃吸収部品を構成する
積層金属板の構成要素のうち、接合材のみ異なるが、圧潰変形時の座屈波長は、大きな差
異があることが判明した。比較例３、８では、接合材にろう材を使用した結果、中心層の
せん断変形があまり生じなかったため、大きな座屈波長で蛇腹状の圧潰変形が生じたと考
えられる。
【０１３４】
　比較例１０は、衝撃吸収部品の断面うち、曲線部が３０％未満である。この結果、小さ
な座屈波長で変形せずに、大きな座屈波長で圧潰変形したと考えられる。
【０１３５】
　比較例１１、１３は、衝撃吸収部品の断面のうち、開口部が占める割合は１５％以上と
大きい。この結果、開口部近傍部位を起点に折れ曲がりが生じ、圧潰変形が得られなかっ
たと考えられる。
【０１３６】
　表４に、本発明の衝撃吸収部品に斜め荷重を負荷した場合の落重試験結果を示す。
【０１３７】
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【表４】

【０１３８】
　実施例１～２１は、斜め荷重負荷条件１、２のＥｎ／ｗと、衝撃吸収部品の衝撃吸収方
向から衝撃荷重を負荷した場合のＥｎ／ｗが、ほぼ等しいことが判った。これは、斜め荷
重が負荷された場合においても、積層金属板が小さな座屈波長で変形し、安定に蛇腹状の
圧潰変形が生じたため、衝撃エネルギー吸収量にほぼ差異がなかったと考えられる。
【０１３９】
　一方、比較例１～１１、１３は、斜め荷重負荷条件１、２のＥｎ／ｗと衝撃吸収部品の
衝撃吸収方向から衝撃荷重を負荷した場合のＥｎ／ｗには大きな差異があることが判った
。比較例１～１１、１３では、衝撃吸収部品全体に衝撃荷重が伝搬される前に、初めに衝
撃荷重が負荷された部分で、大きな座屈波長で変形したため、この部位を起点とした部品
全体での折れ曲がり変形が生じ、この結果、衝撃エネルギー吸収量が大幅に減少したと考
えられる。
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【０１４０】
　このように、本発明の衝撃吸収部品は、自動車などで想定される正面方向及び斜め方向
からの衝突に対しても、より安定な圧潰変形が生じることで、衝撃エネルギーを吸収し、
かつ、軽量材から構成されるので部品自体も軽量化できることから、衝突安全性と燃費向
上の両立も可能となる。
【０１４１】
　＜第２の実施例＞
　（積層金属板の製造）
　まず、表５に示す表層、およびコア層を積層接合して、積層金属板を製造した。また、
表層とコア層との接合には、表５に示す接合材を用いた。表層上に接合材、コア層、接合
材、表層の順に積層し、８０℃～１８０℃まで加熱し、圧着力４０ｋｇｆ／ｃｍ２（３．
９２ＭＰａ）で２０～３０分間加熱圧着し、その後、常温まで冷却して大気開放し、各実
施例および各比較例に係る積層金属板を製造した。
【０１４２】
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【表５】

【０１４３】
　表５において、接着剤１は、基材がエポキシ樹脂の接着剤であり、塗布量２００ｇ／ｍ
２、１８０℃加温、圧着力４０ｋｇｆ／ｃｍ２（３．９２ＭＰａ）、圧着時間２０分間で
接合に使用した。また、接着剤２は、基材がウレタン樹脂の接着剤であり、塗布量２００
ｇ／ｍ２、８０℃加温、圧着力４０ｋｇｆ／ｃｍ２（３．９２ＭＰａ）、圧着時間３０分
間で接合に使用した。さらに、接着剤３は、接着剤２に弾性ゴムを分散させた接着剤であ
り、塗布量２００ｇ／ｍ２、８０℃加温、圧着力４０ｋｇｆ／ｃｍ２（３．９２ＭＰａ）
、圧着時間２０分間で接合に使用した。また、ろう付けでは、ろう材（低温ろう材、Ｓｎ
－Ｐｂ系、融点１８３℃）を使用量１５ｇ／ｍ２にて使用した。なお、接合材のせん断弾
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【０１４４】
　また、表５において、コア層として用いたポリプロピレンは、密度が０．９４ｇ／ｃｍ
３であり、またコア層として用いた金網の線径は０．６ｍｍφ、線材間の隙間は１．６ｍ
ｍである。さらに、上述したように、Ｅｃはコア層のヤング率であり、Ｅｆは表層のヤン
グ率であり、ｔｃはコア層の板厚であり、ｔｆは表層の板厚である。
【０１４５】
　（衝突性能評価試験）
　次に、上記で製造した各実施例および各比較例に係る積層金属板で構成された衝撃吸収
部品の衝突性能評価を行った。具体的には、表５で示した構成の各実施例および各比較例
に係る積層金属板を使用して、プレスブレーキによる曲げ加工にて成形し、図２１に示す
長さ２００ｍｍのハット型形状の衝撃吸収部品を製造した。図２１は、本発明の実施例に
係る衝撃吸収部品の形状を示した説明図であり、図２１の（Ａ）は衝撃吸収方向である稜
線方向に垂直な断面で切断した断面図であり、図２１の（Ｂ）は斜視図である。
【０１４６】
　製造した衝撃吸収部品の衝突性能評価は落重試験により行った。具体的には、製造した
衝撃吸収部品を稜線方向が衝撃吸収方向となるように配置し、錘が衝突する端部と反対側
の端部を治具にて固定した。その後、１２０ｋｇの質量の錘を３．５ｍの高さから自由落
下させることにより、衝撃吸収部品の衝突端側に対して３０ｋｍ／ｈの速度で衝突させた
。
【０１４７】
　上記の落重試験における荷重－変位曲線から、１００ｍｍ圧潰までの衝撃エネルギー吸
収量を算出した。衝撃エネルギー吸収量は、衝撃吸収部品の軽量性を評価するために、部
品の質量で衝撃エネルギー吸収量を除算し、単位質量あたりの衝撃エネルギー吸収量とし
た。
【０１４８】
　さらに、落重試験時の荷重－変位曲線から平均座屈波長を算出した。具体的には、荷重
が上下する周期ごとに、荷重が極小になった変位を測定し、直前に荷重が極小になった変
位から、次に荷重が極小になった変位を引くことで周期単位の座屈波長を算出した。同様
の方法で各周期における座屈波長を算出し、算術平均を取ることで平均座屈波長を算出し
た。上記で算出した単位質量あたりの衝撃エネルギー吸収量および平均座屈波長の評価結
果を表６に示す。
【０１４９】
　なお、表６において、座屈形態の欄の「◎」とは、安定した蛇腹状の圧潰変形が発生し
たことを示し、「△」とは、部品全体で発生した圧潰変形のうち、一部で座屈波長が大き
い部位が発生したことを示す。また「×」とは、変形初期に生じた１回目の座屈部位を起
点に部品全体が‘くの字’に折れ曲がる変形が発生したことを示す。
【０１５０】
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【表６】

【０１５１】
　表６を参照すると、本発明の実施例２２～３０に係る衝撃吸収部品は、比較例１４～１
６に係る衝撃吸収部品に対して、平均座屈波長が小さくなり、単位質量あたりの衝撃エネ
ルギー吸収量が増加していることがわかる。具体的には、比較例１４および１５は、ｔｃ

／ｔｆが２．０未満であるため、平均座屈波長が大きくなり、衝撃エネルギー吸収量が減
少していることがわかる。また、比較例１６は、ｔｃ／ｔｆは、本発明の範囲に含まれる
ものの、コア層のヤング率と、表層のヤング率とが同じであるため、単一材料で構成され
た衝撃吸収部品と実質的に同様の座屈変形の挙動を示し、平均座屈波長が大きくなり、衝
撃エネルギー吸収量が減少していることがわかる。
【０１５２】
　また、実施例２３、２４、２６～３０は、ｔｃ／ｔｆが本発明の一実施形態における好
ましい範囲内に含まれるために、平均座屈波長がより小さくなり、単位質量あたりの衝撃
エネルギー吸収量がさらに増加していることがわかる。一方、実施例２２は、ｔｃ／ｔｆ

が３．５未満であるため、実施例２３、２４、２６～３０よりも平均座屈波長が大きくな
っている。また、実施例２５は、ｔｃ／ｔｆが５．０を超えているため、座屈形態が「△
」になっている。
【０１５３】
　また、実施例２２～２８、３０は、接合層のせん断弾性率が本発明の一実施形態におけ
る好ましい範囲内に含まれているため、平均座屈波長がより小さくなっていることがわか
る。一方、実施例２９は、接合層のせん断弾性率が５００ＭＰａを超えているため、他の
条件が同じである実施例２６に対して、平均座屈波長が大きくなり、衝撃エネルギー吸収
量が減少している。
【０１５４】
　また、実施例２２～２９は、コア層および表層のヤング率比Ｅｃ／Ｅｆが本発明の一実
施形態における好ましい範囲内に含まれているため、単位質量あたりの衝撃エネルギー吸
収量がより増加していることができることがわかる。一方、実施例３０は、コア層および
表層のヤング率比Ｅｃ／Ｅｆが１×１０－３未満であるため、他の条件が同じである実施
例２６に対して、衝撃エネルギー吸収量が減少している。
【０１５５】
　さらに、実施例２４、比較例１４および１５に係る積層金属板について、シミュレーシ
ョンにて、表層とコア層のヤング率比Ｅｃ／Ｅｆを変更しながら、表層とコア層のヤング
率比Ｅｃ／Ｅｆに対する平均座屈波長の変化を評価した。シミュレーションは、非線形解
析プログラムであるＭａｒｃを用い、座屈固有値解析を実施した。その評価結果を図２２
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に示す。ここで、図２２は、実施例２４、比較例１４および１５に係る衝撃吸収部品にお
いて、Ｅｃ／Ｅｆに対する平均座屈波長を示したグラフ図である。図２２において、縦軸
は平均座屈波長であり、横軸はＥｃ／Ｅｆの常用対数である。
【０１５６】
　図２２に示すように、実施例２４（総厚２．０ｍｍ、ｔｃ／ｔｆ＝４．３）は、いずれ
の表層およびコア層のヤング率比Ｅｃ／Ｅｆにおいても、比較例１（総厚１．０ｍｍ、ｔ

ｃ／ｔｆ＝１．１）および比較例１５（総厚１．８ｍｍ、ｔｃ／ｔｆ＝１．１）に対して
、平均座屈波長が小さくなることがわかる。すなわち、実施例２４は、ｔｃ／ｔｆが本発
明の一実施形態の範囲内に含まれるために、表層およびコア層のヤング率比Ｅｃ／Ｅｆに
関わらず、比較例１４および１５に対して平均座屈波長を小さくすることができることが
わかる。
【０１５７】
　また、実施例２４および比較例１５の曲げ剛性は、９．６×１０４Ｎ・ｃｍ２であり、
比較例１４の曲げ剛性は、１．７×１０４Ｎ・ｃｍ２である。すなわち、実施例２４は、
比較例１５に対して、積層金属板の強度（具体的には、曲げ剛性）を低下させずに平均座
屈波長を小さくすることができる。
【０１５８】
　さらに、図２２を参照すると、実施例２４は、比較例１４および１５に対して、特に、
表層およびコア層のヤング率比Ｅｃ／Ｅｆが１×１０－３以上１×１０－１以下の範囲に
おいて、より平均座屈波長を小さくすることができる。具体的には、表層およびコア層の
ヤング率比Ｅｃ／Ｅｆが１×１０－１を超える場合は、平均座屈波長の減少量が小さいた
め好ましくない。また、表層およびコア層のヤング率比Ｅｃ／Ｅｆが１×１０－３未満の
場合は、Ｅｃの低下により座屈変形時の平均荷重Ｗが低下し、衝撃エネルギーの吸収効率
が低下するため好ましくない。
【０１５９】
　（衝撃吸収部品の形状に対する衝突性能評価試験）
　次に、上記と同様にＭａｒｃを用いたシミュレーションにて、稜線間距離Ｌをそれぞれ
５０ｍｍ、６５ｍｍ、８０ｍｍとしたハット型形状部材における表層とコア層のヤング率
比Ｅｃ／Ｅｆに対する平均座屈波長の変化を評価した。その評価結果を図２３に示す。こ
こで、図２３は、衝撃吸収部品の形状に対する平均座屈波長を示したグラフ図である。図
２３において、縦軸は平均座屈波長であり、横軸はＥｃ／Ｅｆの常用対数である。
【０１６０】
　図２３を参照すると、衝撃吸収部品の稜線間距離Ｌが５０ｍｍ以上８０ｍｍ以下である
場合に、本発明の一実施形態において好ましいヤング率比Ｅｃ／Ｅｆの範囲である１×１
０－３以上１×１０－１以下にて、より顕著に平均座屈波長が低下していることがわかる
。一方、稜線間距離Ｌが８０ｍｍを超える場合、座屈波長が大きくなり、かつ安定して蛇
腹状の軸圧潰変形が生じにくくなるため、好ましくない。また、稜線間距離Ｌが５０ｍｍ
未満の場合は、衝撃吸収部品の形状が複雑になり、形状制約を受けるため好ましくない。
【０１６１】
　以上の結果からわかるように、本発明の一実施形態に係る衝撃吸収部品によれば、コア
層の両面にコア層よりヤング率が大きい金属板からなる表層を接合積層し、表層の板厚ｔ

ｆと、コア層の板厚ｔｃとの板厚比ｔｃ／ｔｆを２．０以上７．０以下にした積層金属板
で構成することによって、座屈波長を小さくし、衝撃エネルギーの吸収効率を向上させる
ことができる。
【０１６２】
　また、本発明の一実施形態に係る衝撃吸収部品によれば、衝撃吸収部品の形状を複雑に
加工せずとも座屈波長を小さくすることができるため、衝撃吸収部品の形状をより単純化
することができる。さらに、本発明の一実施形態に係る衝撃吸収部品は、座屈波長をより
小さくするために、積層金属板の表層とコア層とのヤング率比をさらに低下させる必要が
ないため、衝撃吸収部品の強度を低下させずに衝撃エネルギーの吸収効率を向上させるこ
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とができる。
【０１６３】
　さらに、本発明の一実施形態に係る衝撃吸収部品は、従来の衝撃吸収部品に対して、ヤ
ング率が小さく、かつ比較的密度が小さいコア層の割合が大きい積層金属板で構成される
ため、より軽量化を図ることができる。したがって、本発明の一実施形態に係る衝撃吸収
部品は、より軽量化を図ることができる。
【０１６４】
　以上、添付図面を参照しながら本発明の好適な実施形態について詳細に説明したが、本
発明はかかる例に限定されない。本発明の属する技術の分野における通常の知識を有する
者であれば、特許請求の範囲に記載された技術的思想の範疇内において、各種の変更例ま
たは修正例に想到し得ることは明らかであり、これらについても、当然に本発明の技術的
範囲に属するものと了解される。
【産業上の利用可能性】
【０１６５】
　本発明は、普通自動車のみならず、軽自動車、トラックおよびバスなどの大型車を含む
自動車全般、電車等の輸送機関の衝撃吸収部品として好適に使用することができる。

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】

【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】 【図１０】
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【図１１】 【図１２】

【図１３】 【図１４】

【図１５】
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【図１６】

【図１７】

【図１８】

【図１９】

【図２０】 【図２１】
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【図２２】 【図２３】

【図１】
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【手続補正書】
【提出日】平成28年5月13日(2016.5.13)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　部品の衝撃吸収方向の一方の端部に衝撃荷重を負荷された際に、衝撃エネルギーを吸収
する衝撃吸収部品であって、
コア層の両面に金属板からなる表層が接合積層された積層金属板を成形加工して構成され
、
　前記積層金属板は、表層を除いた中心層の、前記積層金属板の構成から算出できる計算
剛性に対する実験で測定した曲げ剛性の減少率である変形率が７．０％以上７５．０％以
下であることを特徴とする、衝撃吸収部品。
【請求項２】
　前記表層は前記コア層よりヤング率が大きい金属板からなり、
前記表層の板厚ｔｆと、前記コア層の板厚ｔｃとの板厚比ｔｃ／ｔｆが２．０以上７．０
以下であることを特徴とする、請求項１に記載の衝撃吸収部品。
【請求項３】
　前記表層は前記コア層よりヤング率が大きい金属板からなり、
前記表層の板厚ｔｆと、前記コア層の板厚ｔｃとの板厚比ｔｃ／ｔｆが３．５以上５．０
以下であることを特徴とする、請求項１に記載の衝撃吸収部品。
【請求項４】
　前記表層のヤング率Ｅｆと、前記コア層のヤング率Ｅｃとのヤング率比Ｅｃ／Ｅｆが１
×１０－３以上１×１０－１以下であることを特徴とする、請求項１に記載の衝撃吸収部
品。
【請求項５】
　前記中心層の変形率が７．０％以上５０．０％以下であることを特徴とする、請求項１
に記載の衝撃吸収部品。
【請求項６】
　衝撃吸収方向に垂直な任意の断面の形状が、最小曲率半径が７．０ｍｍ以上の曲線部を
有し、当該断面の周長のうち前記曲線部が３０．０％以上であり、
さらに、前記断面の形状が、閉構造、もしくは断面周長の１５．０％未満の開口部を有す
ることを特徴とする、請求項１に記載の衝撃吸収部品。
【請求項７】
　衝撃吸収方向に垂直な断面に、曲率半径が７．０ｍｍ以上１５ｍｍ以下の曲線で構成さ
れる、前記断面の中心側に凹んだ曲線部である溝部を４個以上有することを特徴とする、
請求項１に記載の衝撃吸収部品。
【請求項８】
　前記表層の降伏応力は、１００ＭＰａ以上１０００ＭＰａ以下であることを特徴とする
、請求項１に記載の衝撃吸収部品。
【請求項９】
　前記コア層の密度ρｃは、表層の密度ρｆに対して、ρｃ／ρｆが１／３００以上１／
２以下であることを特徴とする、請求項１に記載の衝撃吸収部品。
【請求項１０】
　前記積層金属板は、前記表層および前記コア層の間に接合層をさらに備え、前記接合層
のせん断弾性率が５０ＭＰａ以上５００ＭＰａ以下であることを特徴とする、請求項１に
記載の衝撃吸収部品。



(35) JP WO2015/080129 A1 2015.6.4

【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２３】
　上述の積層金属板特有の課題を解決し、衝撃荷重が負荷される方向が衝撃吸収方向と交
差する方向であっても、より安定に蛇腹状の圧潰変形が生じ、かつ軽量な衝撃吸収部品を
提供する手段として、以下の項目を見出した。
（１）部品の衝撃吸収方向の一方の端部に衝撃荷重を負荷された際に、衝撃エネルギーを
吸収する衝撃吸収部品であって、コア層の両面に金属板からなる表層が接合積層された積
層金属板を成形加工して構成され、前記積層金属板は、表層を除いた中心層の、前記積層
金属板の構成から算出できる計算剛性に対する実験で測定した曲げ剛性の減少率である変
形率が７．０％以上７５．０％以下であることを特徴とする、衝撃吸収部品。
（２）前記表層は前記コア層よりヤング率が大きい金属板からなり、前記表層の板厚ｔｆ

と、前記コア層の板厚ｔｃとの板厚比ｔｃ／ｔｆが２．０以上７．０以下であることを特
徴とする、（１）に記載の衝撃吸収部品。
（３）前記表層は前記コア層よりヤング率が大きい金属板からなり、前記表層の板厚ｔｆ

と、前記コア層の板厚ｔｃとの板厚比ｔｃ／ｔｆが３．５以上５．０以下であることを特
徴とする、（１）に記載の衝撃吸収部品。
（４）前記表層のヤング率Ｅｆと、前記コア層のヤング率Ｅｃとのヤング率比Ｅｃ／Ｅｆ

が１×１０－３以上１×１０－１以下であることを特徴とする、（１）に記載の衝撃吸収
部品。
（５）前記中心層の変形率が７．０％以上５０．０％以下であることを特徴とする、（１
）に記載の衝撃吸収部品。
（６）衝撃吸収方向に垂直な任意の断面の形状が、最小曲率半径が７．０ｍｍ以上の曲線
部を有し、当該断面の周長のうち前記曲線部が３０．０％以上であり、
さらに、前記断面の形状が、閉構造、もしくは断面周長の１５．０％未満の開口部を有す
ることを特徴とする、（１）に記載の衝撃吸収部品。
（７）衝撃吸収方向に垂直な断面に、曲率半径が７．０ｍｍ以上１５ｍｍ以下の曲線で構
成される、前記断面の中心側に凹んだ曲線部である溝部を４個以上有することを特徴とす
る、（１）に記載の衝撃吸収部品。
（８）前記表層の降伏応力は、１００ＭＰａ以上１０００ＭＰａ以下であることを特徴と
する、（１）に記載の衝撃吸収部品。
（９）前記コア層の密度ρｃは、表層の密度ρｆに対して、ρｃ／ρｆが１／３００以上
１／２以下であることを特徴とする、（１）に記載の衝撃吸収部品。
（１０）前記積層金属板は、前記表層および前記コア層の間に接合層をさらに備え、前記
接合層のせん断弾性率が５０ＭＰａ以上５００ＭＰａ以下であることを特徴とする、（１
）に記載の衝撃吸収部品。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２６】
【図１】衝撃吸収方向に衝撃荷重を負荷した場合の代表的な変形挙動を示す模式図であり
、（イ）～（ニ）は変形過程、（ホ）は変形後の写真を示す。
【図２】積層金属板の圧潰変形時の表層及びコア層の変形挙動を示す模式図である。
【図３】本発明の一実施形態に係る衝撃吸収部品の構成を示す説明図である。
【図４】開口部を有する衝撃吸収部品の圧潰挙動の模式図である。
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【図５】本発明の実施形態に係る衝撃吸収部品の断面の中心線の形状を示す模式図である
。
【図６】本発明の異なる実施形態に係る衝撃吸収部品の断面の中心線の形状を示す模式図
である。
【図７】一部開口部を有する衝撃吸収部品の模式図である。
【図８】実施例で用いた衝撃吸収部品の断面の中心線の形状を示す模式図である。
【図９】実施例で用いた衝撃吸収部品の断面の中心線の形状を示す模式図である。
【図１０】実施例で用いた衝撃吸収部品の断面の中心線の形状を示す模式図である。
【図１１】実施例で用いた衝撃吸収部品の断面の中心線の形状を示す模式図である。
【図１２】実施例で用いた衝撃吸収部品の断面の中心線の形状を示す模式図である。
【図１３】実施例で用いた衝撃吸収部品の断面の中心線の形状を示す模式図である。
【図１４】比較例で用いた衝撃吸収部品の断面の中心線の形状を示す模式図である。
【図１５】比較例で用いた衝撃吸収部品の断面の中心線の形状を示す模式図である。
【図１６】実施例で用いた積層金属板と衝撃吸収部品の断面の中心線の形状を示す模式図
である。
【図１７】比較例で用いた衝撃吸収部品の断面の中心線の形状を示す模式図である。
【図１８】比較例で用いた衝撃吸収部品の断面の中心線の形状を示す模式図である。
【図１９】実施例で用いた衝撃吸収部品の断面の中心線の形状を示す模式図である。
【図２０】衝撃吸収部品に斜め荷重を負荷する試験方法を示す模式図である。
【図２１】本発明の第２の実施例に係る衝撃吸収部品の形状を示した説明図である。
【図２２】実施例２４、比較例１４および１５において、Ｅｃ／Ｅｆに対する平均座屈波
長を示したグラフ図である。
【図２３】衝撃吸収部品の形状に対する平均座屈波長を示したグラフ図である。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３７】
　コア層５は、表層３Ａおよび３Ｂよりヤング率が小さい材料であれば、特に限定されず
、公知の材料を適宜選択して使用することができる。コア層５を実現する材料としては、
具体的には、アルミ合金、チタン、銅などの金属材料、セラミックス、樹脂、繊維強化樹
脂、紙などの非金属材料、およびこれらの組み合わせ複合化した複合材料が挙げられる。
複合材料の例としては、ハニカム構造体の空孔に発泡樹脂を充填した複合材料、樹脂シー
トと、網状構造体を順次積層した複合材料などが挙げられる。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４２】
　ここで、積層金属板１において、表層３Ａおよび３Ｂの板厚ｔｆと、コア層５の板厚ｔ

ｃとの板厚比ｔｃ／ｔｆは、２．０以上７．０以下である。後述する実施例で実証される
ように、積層金属板１の表層３Ａおよび３Ｂとコア層５との板厚比ｔｃ／ｔｆがこれらの
範囲の値となる場合に、本発明の一実施形態に係る衝撃吸収部品は、座屈波長を小さくす
ることができる。
【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４３
【補正方法】変更
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【補正の内容】
【００４３】
　具体的には、表層３Ａおよび３Ｂとコア層５との板厚比ｔｃ／ｔｆが２．０未満である
場合、軸圧潰変形時の変形エネルギーにおけるコア層５の変形エネルギーの寄与が小さく
なるため、座屈波長を小さくすることができない。また、表層３Ａおよび３Ｂとコア層５
との板厚比ｔｃ／ｔｆが７．０を超える場合、表層３Ａおよび３Ｂに対してコア層５が非
常に厚くなるため、表層３Ａおよび３Ｂと、積層金属板１との間で剛性に大きな乖離が生
じる。そのため、衝撃吸収部品は、接合層７Ａおよび７Ｂが破壊され、安定して蛇腹状の
軸圧潰変形をすることができない可能性がある。
【手続補正７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４４】
　また、積層金属板１において、表層３Ａおよび３Ｂの板厚ｔｆと、コア層５の板厚ｔｃ

との板厚比ｔｃ／ｔｆは、好ましくは、３．５以上５．０以下であってもよい。積層金属
板の表層３Ａおよび３Ｂとコア層５との板厚比ｔｃ／ｔｆがこれらの範囲の値となる場合
に、本発明の一実施形態に係る衝撃吸収部品は、座屈波長をより小さくし、安定して蛇腹
状の軸圧潰変形を起こすことができるようになる。具体的には、表層３Ａおよび３Ｂとコ
ア層５との板厚比ｔｃ／ｔｆが３．５以上５．０以下である場合、軸圧潰変形時のコア層
５の変形エネルギーと、表層３Ａおよび３Ｂの変形エネルギーのバランスが好適となるた
め、座屈波長をさらに小さくすることができる。
【手続補正８】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４５】
　また、積層金属板１において、表層３Ａおよび３Ｂのヤング率Ｅｆと、コア層５のヤン
グ率Ｅｃとのヤング率比Ｅｃ／Ｅｆは、１×１０－３以上１×１０－１以下であってもよ
い。積層金属板の表層３Ａおよび３Ｂとコア層５とのヤング率比Ｅｃ／Ｅｆがこれらの範
囲の値となる場合に、本発明の一実施形態に係る衝撃吸収部品は、衝撃エネルギーの吸収
効率を向上させることができる。
【手続補正９】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４６】
　具体的には、積層金属板の表層３Ａおよび３Ｂとコア層５とのヤング率比Ｅｃ／Ｅｆが
１×１０－３未満である場合、積層金属板１は、衝撃吸収部品の座屈波長を小さくするこ
とはできるものの、Ｅｃの低下により座屈変形時の平均荷重Ｗを低下させ、衝撃エネルギ
ーの吸収効率を低下させてしまうため好ましくない。また、積層金属板の表層３Ａおよび
３Ｂとコア層５とのヤング率比Ｅｃ／Ｅｆが１×１０－１を超える場合、コア層５のヤン
グ率Ｅｃが大きく、せん断変形しにくくなる。そのため、軸圧潰変形時の挙動が、単一材
料の金属板と近くなり、座屈波長を小さくすることができなくなるため好ましくない。な
お、表層３Ａおよび３Ｂ、コア層５のヤング率については、例えば、ＡＳＴＭ－Ｄ６３８
に準拠した引張試験等にて測定することが可能である。
【手続補正１０】
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【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００７３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００７３】
　また、本発明の衝撃吸収部品は、衝撃吸収部品の断面の形状が閉構造、もしくは断面周
長の１５．０％未満の開口部を有する。衝撃吸収部品の断面の形状が開口部を有する開構
造の場合、衝撃吸収部品に自由端部（拘束されない部分）が生じる。図４（イ）に示すよ
うな一般的な金属板の場合、矢印の方向に衝撃荷重が加わると、開口部端面２１の自由端
部近傍では、図４（ロ）に示すように単純に板を曲げたような座屈波長の大きな変形が生
じやすくなる。従って、圧潰変形時に開口部近傍（自由端部近傍）で座屈波長の大きな変
形が生じ、この変形部位を起点に部材全体で折れ曲がり変形が生じるため、安定に蛇腹状
の圧潰変形が得られない。一方、本発明の衝撃吸収部品を構成する積層金属板では、自由
端部であっても、小さな座屈波長で変形する特徴を有しているため、安定に圧潰変形しや
すい。しかしながら、開口部の割合が１５．０％以上では、開口部を起点として、部品全
体で折れ曲がり変形が生じやすくなるため、安定に圧潰変形が得られなくなる可能性があ
る。
【手続補正１１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００９４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００９４】
　また、積層金属板Ｊは、接合剤としてろう材（低温ろう材、Ｓｎ－Ｐｂ系、融点１８３
℃、使用量１５ｇ／ｍ２、せん断弾性率５００ＭＰａ超）を使用し、積層した表層、接合
材及びコア層を３００℃まで加熱し、圧着力４０ｋｇｆ／ｃｍ２で２０分間加熱圧着し、
その後、常温まで冷却して、積層金属板を製造した。
【手続補正１２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１３４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１３４】
　比較例１０は、衝撃吸収部品の断面のうち、曲線部が３０％未満である。この結果、小
さな座屈波長で変形せずに、大きな座屈波長で圧潰変形したと考えられる。
【手続補正１３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１５６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１５６】
　図２２に示すように、実施例２４（総厚２．０ｍｍ、ｔｃ／ｔｆ＝４．３）は、いずれ
の表層およびコア層のヤング率比Ｅｃ／Ｅｆにおいても、比較例１４（総厚１．０ｍｍ、
ｔｃ／ｔｆ＝１．１）および比較例１５（総厚１．８ｍｍ、ｔｃ／ｔｆ＝１．１）に対し
て、平均座屈波長が小さくなることがわかる。すなわち、実施例２４は、ｔｃ／ｔｆが本
発明の一実施形態の範囲内に含まれるために、表層およびコア層のヤング率比Ｅｃ／Ｅｆ

に関わらず、比較例１４および１５に対して平均座屈波長を小さくすることができること
がわかる。
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